
右記は音声コード（＊）です。
＊音声コードとは、視覚に障害がある方が

　専用の文書読上げ装置によりパンフレッ

　トの内容を読み取るためのコードです。

※本パンフレットは制度の概要を掲載しています。例外規定等もありますので、まずは各窓口にご相談ください。このパンフレットの発行は東京都福祉局子供・子育て支援部育成支援課（福祉資金担当）です。 TEL:03-5320-4126

東京都女性福祉資金
貸付けのごあんない

　　　１  この資金は…
　　都内に６か月以上（※）お住まいの配偶者がいない女性
　で次のいずれかに該当する方への貸付金です。
 （１） 親、子、兄弟姉妹などを扶養している方（所得制限なし）
（２）年間所得が２，０３６，０００円以下で、かつて母子
　　　家庭の母として２０歳未満の子を扶養したことのあ
　　　る方又は婚姻歴のある４０歳以上の方
　　貸付けが自立につながると判断され、 償還（返済）の計
　画を立てることができる方が対象となります。
　　修学・就職・転宅等、目的により１１種類の資金に分かれており、必要な額を各資金の
　限度額内でお貸ししています。
　女性本人が就学するための資金をお貸しすることができます。
　（詳細は中面「４　資金一覧」をご覧ください。）
（※１）修学・就学支度資金は、申請時点で都内にお住まいの方も対象になります（女性が扶養している子等が貸付利

　　　用対象者の場合）。また、転宅資金のご相談・ご申請は、新居住地の各窓口です。

（※２）「母子及び父子福祉資金」の貸付けを受けている方及び受けることができると認められる方は、対象外です。

　　　２  償還（返済）について
　この資金は、借り受けた皆様からの償還金が、他の女性の皆様に貸し付ける財源となり
ます。無理のない償還計画を立て、必ず償還してください。

　　　３  償還（返済）方法
　各資金ごとに設定されている償還期限内に元利均等払い（年賦・半年賦・月賦のいずれ
か）となります。償還期限は不測の事態の場合も含め、この期間まで延長できる最長の期
間であり、当初の償還計画はこれより短い設定をお願いします。

（各資金の償還期限は中面「４　資金一覧」をご覧ください。）

※就学支度資金や修学資金を借り受けた後、令和２年４月１日から実施されている高等教育の修
学支援新制度による支援が決定し、授業料等減免に伴う還付金や給付型奨学金の過月分の給付
が行われた場合には、貸付額のうち、新制度による給付に相当する額について、それぞれの給
付を受けた日から６か月以内に償還していただく必要があります。

東京都福祉局

　　　市名等 　　　　　　担当部署 電話番号

八王子市 子ども家庭部子育て支援課 042-620-7362

立川市 子ども家庭部子ども政策課 042-523-2111

武蔵野市 子ども家庭部子ども子育て支援課 0422-51-5131

三鷹市 子ども政策部子育て支援課 0422-45-1151

青梅市 こども家庭部子育て応援課 0428-22-1111

府中市 子ども家庭部子育て応援課 042-335-4240

昭島市 子ども家庭部子ども未来課 042-544-5111

調布市 子ども生活部子ども育成課 042-481-7095

町田市 子ども生活部子ども家庭支援課 042-724-4419

小金井市 子ども家庭部子育て支援課 042-387-9836

小平市 こども家庭部こども若者みらい課 042-341-1211

日野市 健康福祉部セーフティネットコールセンター 042-514-8546

東村山市 健康福祉部自立相談課 042-393-5111

国分寺市 福祉部生活福祉課 042-312-8636

国立市 子ども家庭部子育て支援課 042-576-2105

福生市 子ども家庭部こども家庭センター課 042-539-2555

狛江市 子ども家庭部子ども若者政策課 03-3430-1111

東大和市 子ども未来部子ども家庭センター 042-563-2111

清瀬市 福祉子ども部生活福祉課 042-492-5111

東久留米市 子ども家庭部児童青少年課 042-470-7736

武蔵村山市 子ども家庭部子ども子育て支援課 042-590-1152

多摩市 子ども青少年部子ども・若者政策課 042-338-6833

稲城市 子ども福祉部子育て支援課 042-378-2111

羽村市 子ども家庭部子ども政策課 042-555-1111

あきる野市 健康福祉部生活福祉課 　042-558-1111　

西東京市 子ども若者部子ども若者応援課 042-460-9840

西多摩福祉事務所 保護担当 0428-22-1168

（支庁以外の町村部）    

大島支庁 総務課福祉担当 04992-2-4421

三宅支庁 総務課福祉担当 04994-8-5011

八丈支庁 総務課福祉担当 04996-2-1112

小笠原支庁 総務課行政担当 04998-2-3230

　　　６  貸付け・相談の窓口

この貸付金はお住まいの市が窓口です。
（町村部にお住まいの方は、西多摩福祉事務所
及び支庁が窓口です。）　　　　　　　　　

古紙パルプ配合率60％再生紙を使用しています

令和

年度版

令和

8
年度版

東京都・市は、女性の
方々が経済的に自立して、
安定した生活を送るために
必要とする資金をお貸し

しています。

申込みに必要な書類
１　貸付申請書

２　戸籍謄本（申請者及び扶養している子等の戸籍が分かるもの）

３　世帯の全員に係る住民票記載事項証明書又は住民票の写し

４　借受者・連帯借主・保証人の印鑑登録証明書

５　申請者及び保証人の収入を明らかにする書類

６　生活費収支内訳

７　資金の種類に応じ必要な書類（「４　資金一覧」をご覧ください。）

８　その他借受者等の状況や申込みの内容により必要な書類（相談時に各窓口でご確認ください。）

利子・保証人等 （資金により取扱いが異なります。）

【女性が扶養する子等のための技能習得・就職支度・修学・就学支度資金の場合】

　　　無利子

　　　女性が借受者となる場合は子等が連帯借主となります。

　　　女性の収入状況等により保証人が必要な場合があります。

【女性のための資金又は女性が扶養する子等のための医療介護・結婚資金】

　　　　原則、保証人を立てていただき無利子での貸付けとなります。ただし、収入を明らかにする書類及

　　　び生活費収支内訳により償還可能であると判断でき、かつ、保証人を探す努力をしてもなお、困難で

　　　あると認められる場合は、保証人を立てずに有利子での貸付けもできます（利子は年１％）。
※保証人の要件・運用は市により異なる場合があります。
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資金交付

貸付決定

償還（返済）

償還完了

必ず支払・契約前に、事前にご相談ください。
　必要な資金の内容、生活収支状況等について確認をさせていただきます。
※相談窓口はお住まいの市等です。（「６ 貸付け・相談の窓口」参照）
※窓口で予約が必要な場合もありますので、まずはお電話ください。

相談により資金の申請が適切と判断された場合は、

申請書と添付書類をご提出ください。
貸付けについて、各相談窓口等で審査を行います。
　女性の収入を明らかにする書類及び生活費収支内訳等により償還可能かどう
か、保証人が必要かどうか、面談等により貸付けが自立につながるかどうか等
を審査します。審査の結果、貸付けの目的を達成することが困難と認められる
とき、計画的な償還が難しいとき、事業計画が適切でないとき等は、お貸しで
きない場合があります。

貸付けの可否について、ご本人様宛てに通知いたします。
　貸付決定された場合は、借用書をご提出いただき、償還の方法を決定いたし
ます（修学資金ほか、卒業時等に償還の方法を決定する資金もありますので、
詳しくは窓口にお問い合わせください。）。

交付請求書をご提出いただき、資金を交付いたします。

継続資金について
　修学資金ほか、貸付限度額が月額となっている資金については、分割し
て交付します。

　貸付中に、配偶者のない女子等でなくなった、退学したなど貸付対象
でなくなった場合は、その後の貸付けはできません。
　また、貸付決定後に必要額が変更になった場合、減額申請や増額申請の
手続が必要なことがあります。これらの場合は、速やかに申出てください。

　貸付決定時又は卒業時等に決定した償還方法どおりに償還していただきます。
償還金の納付方法等は窓口にお問い合わせください。

滞納した場合
　償還金を滞納した場合、督促や催告があるほか、連帯借主、保証人への
請求を行います。延滞利子の徴収（納付期限の翌日から収められた当日ま
での日数を計算し、元利金につき年３％）や一時償還請求、財産差押えの
処分を受けることもあります。
　必ず、納付期限内に償還してください。

修学中など、支払猶予できる場合があります。
詳しくは窓口にご相談ください。

償還完了後、借用書を返却いたします。

　　　５  相談・貸付けから償還（返済）までの流れ

相談窓口



学 年 別＊1 

学 校 等 種 別 
  １年 ２年 ３年 ４年 ５年 

高   等  学   校 

中  等  教  育  学  校 

（後期課程） 

専修学校（高等課程） 

国公立 
自 宅 27,000 27,000 27,000   

自宅外 34,500 34,500 34,500   

私 立 
自 宅 45,000 45,000 45,000   

自宅外 52,500 52,500 52,500   

高  等  専  門  学  校 

国公立 
自 宅 31,500 31,500 31,500 67,500 67,500 

自宅外 33,750 33,750 33,750 76,500 76,500 

私 立 
自 宅 48,000 48,000 48,000 98,500 98,500 

自宅外 52,500 52,500 52,500 115,000 115,000 

専   修   学   校 

（専門課程又は専攻科） 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 78,000 78,000    

私 立 
自 宅 89,000 89,000    

自宅外 126,500 126,500    

短   期   大   学 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 96,500 96,500    

私 立 
自 宅 93,500 93,500    

自宅外 131,000 131,000    

大        学 

国公立 
自 宅 71,000 71,000 71,000 71,000  

自宅外 108,500 108,500 108,500 108,500  

私 立 
自 宅 108,500 108,500 108,500 108,500  

自宅外 146,000 146,000 146,000 146,000  

大    学    院 
修士課程相当 ＊2 132,000 132,000    

博士課程相当 ＊3 183,000 183,000 183,000   

専修学校（一般課程）＊4  55,500 55,500    

 学 年 別＊1 

学 校 等 種 別 
 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 

高   等  学   校 

中  等  教  育  学  校 

（後期課程） 

専修学校（高等課程） 

国公立 
自 宅 27,000 27,000 27,000   

自宅外 34,500 34,500 34,500   

私 立 
自 宅 45,000 45,000 45,000   

自宅外 52,500 52,500 52,500   

高  等  専  門  学  校 

国公立 
自 宅 31,500 31,500 31,500 67,500 67,500 

自宅外 33,750 33,750 33,750 76,500 76,500 

私 立 
自 宅 48,000 48,000 48,000 89,000 89,000 

自宅外 52,500 52,500 52,500 102,500 102,500 

専   修   学   校 

（専門課程又は専攻科） 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 77,500 77,500    

私 立 
自 宅 84,500 84,500    

自宅外 108,500 108,500    

短   期   大   学 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 86,500 86,500    

私 立 
自 宅 86,500 86,500    

自宅外 110,500 110,500    

大        学 

国公立 
自 宅 69,500 69,500 69,500 69,500  

自宅外 92,500 92,500 92,500 92,500  

私 立 
自 宅 95,000 95,000 95,000 95,000  

自宅外 121,000 121,000 121,000 121,000  

大    学    院 
修士課程相当＊2 132,000 132,000    

博士課程相当＊3 183,000 183,000 183,000   

専修学校（一般課程）＊4  55,500 55,500    

修学資金の学校・学年別貸付限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　　    
（月額、単位：円）

※児童扶養手当法施行令第４条に基づく前年所得が６８２万円(年収目安９００万円)を超える場合の限度額

＊1　学校の正規の修学年限が上記の表の期間を超える場合も、各学校種別ごとの貸付限度額を修学年限の全期間に適用します。

＊2　修士課程相当とは、修士課程、博士前期課程、専門職学位課程（専門職大学院）、一貫制博士課程前期相当分をいいます。

＊3　博士課程相当とは、博士課程（博士医・歯・獣医・薬（６年制学部卒）学課程を含む。）、博士後期課程、一貫制博士課程後期

　　 相当分をいいます。

＊4　一般課程とは、修業年限２年未満の専門課程と一般課程をいいます（就学支度資金も同様）。

67,500 67,500 

78,000 78,000 

89,000 89,000 

126,500 126,500 

67,500 67,500 

77,500 77,500 

84,500 84,500 

108,500 108,500 

（令和８年４月１日現在）

資   金   の   種   類 貸   付   け   の   条   件 

主な添付書類 
資金の名称 

貸付利用 

対象者 
貸 付 金 の 内 容 貸 付 限 度 額 (この金額内で必要額を貸し付けます。） 据置期間 

償還期限(最長) 

※据置期間経過後 

事業開始資金 女性                     ３，７２０，０００円 
貸付けの日から 

１年間 
７年以内 

１ 事業計画書  ２  事業資金見積書 

３ 申請者本人名義の官公庁の許認可書の写し（許認可を必要とする事業の場合） 

４ 金融機関の発行する預金の残高証明書 

５ 戸籍の身分証明書 

６ 現事業を明らかにする書類（事業継続資金の場合） 

７ 保証意思宣明公正証書の写し (保証人を立てる場合） 

８ その他必要な書類（詳しくは窓口にご確認ください。） 

事業継続資金 女性                    １，８６０，０００円 
貸付けの日から 

６か月 
７年以内 

＊1 

技能習得資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

知識技能を習得する期間中（５年以内）   月額６８，０００円 

自動車運転免許を習得する場合        ４６０，０００円 

（子が貸付利用対象の場合は、子が高校３年在学時のみ） 

習得期間満了後 

１年間 
２０年以内 

１ 合格通知書等の入学（入所）予定を明らかにする書類（入学（入所）後は知識技能を

習得する施設の長の発行する在籍証明書又は入学（入所）許可書の写し） 

※入学前の申請では、入学後、在学証明書等を提出していただきます。 

２ 授業料等の額を明らかにする書類の写し 

就職支度資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

                      １１０，０００円 

通勤のために自動車を購入する場合      ３４０，０００円 

貸付けの日から 

１年間 
６年以内 

１ 就職決定（見込）書の写し 

２ 自動車の購入費用の見積書（通勤のために自動車を購入する場合） 

医療介護資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

医療                    ３４０，０００円 

特別（所得税非課税世帯の方）        ５１０，０００円 

介護                    ５００，０００円 

医療又は介護を受

ける期間満了後 

６か月 

５年以内 

１ 医療を受ける期間及び概算医療費（自己負担となるもの）を記載した医師又は歯科医

師の診断書 

２ 医療費の請求書及び当該医療が行われた時期を明らかにする医師等の証明書（申請以

前に受けた医療について貸付を受ける場合） 

３ 当該介護に係る費用の総額、利用者負担額及び介護を受ける期間を確認できる書類 

生 活 資 金 女性 
１の技能習得期間中            月額１４１，０００円 

２又は３の期間中          月額１１８，０００円 

習得期間満了後 

６か月 
２０年以内 

１ 合格通知書等の入学（入所）予定を明らかにする書類（入学（入所）後は知識技能を習得

する施設の長の発行する在籍証明書又は入学（入所）許可書の写し）（技能習得期間中に

貸付を受ける場合）※入学前の申請では、入学後、在学証明書等を提出していただきます。 

２ 医師又は歯科医師の発行する医療を受ける期間を証明する書類又は介護を受ける期間

を確認できる書類（医療介護期間中に貸付を受ける場合） 

３ 公共職業安定所長が交付する受給資格者証又は退職辞令等の離職等を証明することが

できる書類（失業期間中に貸付を受ける場合） 

医療又は介護期間

満了後 ６か月 
５年以内 

失業貸付期間 

満了後 ６か月 
５年以内 

住 宅 資 金 女性 

                    １，５００，０００円 
貸付けの日から 

６か月 

６年以内 １ 住宅の建設、購入、増・改築（補修・保全）計画書及び見積書 

２ 当該住宅の所有関係を明らかにする書類（建設、購入以外の場合） 

３ 建築確認済証の写し（増・改築の場合は、十平方メートル以上） 
災害、老朽等による増改築及び住宅建設・購入の場合 

                    ２，０００，０００円 
７年以内 

転 宅 資 金 女性                       ２６０，０００円 
貸付けの日から 

６か月 
３年以内 

１ 転居先を明らかにする書類 

２ 移転費用の見積書 

結 婚 資 金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

                      ３４０，０００円 
貸付けの日から 

６か月 
５年以内 

１ 婚姻の予定を証明する書類 

２ 必要経費を明らかにする書類 

＊1.2.3 

修 学 資 金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

学校・学年別貸付限度額（右ページ）をご覧ください。 
貸付けによる修学 

終了後 ６か月 

２０年以内 １ 入学通知書又は合格通知書の写し（在学中の場合は在学証明書） 

 ※入学前の申請では、入学後、在学証明書等を提出していただきます。 

２ 授業料等の額を明らかにする書類の写し 

＊3 

就学支度資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

小学校入学者                 ９１，６００円 中学卒業後 

６か月 

（専修学校（一般）

２０年以内 

は５年以内）

（専修学校（一般）

は５年以内）

中学校入学者                 １０１，０００円 

専修学校（一般課程）又は公立の高等学校若しくは専修学校（高

等課程）に入学する場合           １６０，０００円 

貸付けによる修学 

終了後 ６か月 

私立の高等学校又は専修学校（高等課程）に入学する場合 

                      ４２０，０００円 

国公立の大学、短期大学、高等専門学校又は専修学校（専門課程又

は専攻科）に入学する場合               ４３０，０００円 

私立の大学、短期大学、高等専門学校又は専修学校（専門課程又

は専攻科）に入学する場合               ５９０，０００円 

国公立の大学院に入学する場合    ４３０，０００円 

私立の大学院に入学する場合

各種学校（学校教育法以外の法律の規定に基づき特別の教育を行

う施設を含む。）に入学する場合  ２８２，０００円 

＊１  高等学校、高等専門学校及び専修学校に修学中又は修業施設で知識技能習得中の児童が１８歳に達する日以降の最初の３月３１日に達したことにより、児童扶養手当等の給付を受けることができなくなった場合、金額に児童扶養手当額を加算した額が貸付限度額になります。 

＊２  修学資金の貸付対象は、学校教育法に規定する高等学校及び大学等に限ります。 

＊３  修学資金及び就学支度資金の項中、小学校には義務教育学校前期課程を、中学校には義務教育学校後期課程及び中等教育学校の前期課程を、高等学校には中等教育学校の後期課程を含みます。 

＊４  就学支度資金の貸付限度額は、自宅から通学する場合に、上記の額からそれぞれ１０，０００円を差し引いた額が限度額となります。 

０００円    ５９０，

 事業を開始するのに必要な設備費・什器・機械等の購入資金 

 現在営んでいる事業を継続するために必要な商品、材料等を

購入する資金 

 事業を開始又は就職するために必要な知識技能を習得する

ために必要な資金（授業料、入学金など） 

 就職するために直接必要な被服、履物等を購入する資金 

 医療又は介護保険によるサービス（介護）を受けるために必

要な資金（ただし、医療又は介護を受ける期間が 1年以内と見

込まれる場合） 

※介護分は女性のみが対象です。 

１ 技能習得期間中（貸付期間５年以内）の生活を維持するた

めに必要な資金 

２ 医療又は介護を受けている期間中（ただし、医療又は介護

を受ける期間が１年以内と見込まれる場合）の生活を維持す

るために必要な資金 

３ 失業している期間中の生活を維持するために必要な資金

（ただし、離職した日の翌日から１年以内） 

 自己所有の住宅の建設、購入及び現に居住する住宅の増改

築・補修(構造部分の修繕)又は保全に必要な資金 

 転宅に必要な敷金・前家賃・運送代にあてるための資金 

（貸付けの対象となるのは新居住地が都内の場合です。契約前

に、新居住地の窓口にご相談ください。） 

 婚姻に際し必要な資金 

教科書代など） 

※学校や既取得の学歴により、貸付けの対象外となる場合があ

ります。 

 小学校、中学校に入学するために必要な資金（所得税非課税

世帯の方） 

１ 入学通知書又は合格通知書の写し 

 ※入学後、在学証明書等も提出していただきます。 

２ 所得税が非課税又はこれと同等程度であることを明らかにする書類（小・中学校入学

の場合） 

３ 入学金等の額を明らかにする書類の写し 

 高校、短大、大学、大学院、高等専門学校又は専修学校に入

学するために必要な資金（受験料、入学金、制服代など） 

※学校や既取得の学歴により、貸付けの対象外となる場合があ 

 ります。 

 高校、短大、大学、大学院、高等専門学校又は専修学校にお

いて修学するのに必要な資金（授業料、施設費、通学費、食費、

　　　４  資金一覧



学 年 別＊1 

学 校 等 種 別 
  １年 ２年 ３年 ４年 ５年 

高   等  学   校 

中  等  教  育  学  校 

（後期課程） 

専修学校（高等課程） 

国公立 
自 宅 27,000 27,000 27,000   

自宅外 34,500 34,500 34,500   

私 立 
自 宅 45,000 45,000 45,000   

自宅外 52,500 52,500 52,500   

高  等  専  門  学  校 

国公立 
自 宅 31,500 31,500 31,500 67,500 67,500 

自宅外 33,750 33,750 33,750 76,500 76,500 

私 立 
自 宅 48,000 48,000 48,000 98,500 98,500 

自宅外 52,500 52,500 52,500 115,000 115,000 

専   修   学   校 

（専門課程又は専攻科） 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 78,000 78,000    

私 立 
自 宅 89,000 89,000    

自宅外 126,500 126,500    

短   期   大   学 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 96,500 96,500    

私 立 
自 宅 93,500 93,500    

自宅外 131,000 131,000    

大        学 

国公立 
自 宅 71,000 71,000 71,000 71,000  

自宅外 108,500 108,500 108,500 108,500  

私 立 
自 宅 108,500 108,500 108,500 108,500  

自宅外 146,000 146,000 146,000 146,000  

大    学    院 
修士課程相当 ＊2 132,000 132,000    

博士課程相当 ＊3 183,000 183,000 183,000   

専修学校（一般課程）＊4  55,500 55,500    

 学 年 別＊1 

学 校 等 種 別 
 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 

高   等  学   校 

中  等  教  育  学  校 

（後期課程） 

専修学校（高等課程） 

国公立 
自 宅 27,000 27,000 27,000   

自宅外 34,500 34,500 34,500   

私 立 
自 宅 45,000 45,000 45,000   

自宅外 52,500 52,500 52,500   

高  等  専  門  学  校 

国公立 
自 宅 31,500 31,500 31,500 67,500 67,500 

自宅外 33,750 33,750 33,750 76,500 76,500 

私 立 
自 宅 48,000 48,000 48,000 89,000 89,000 

自宅外 52,500 52,500 52,500 102,500 102,500 

専   修   学   校 

（専門課程又は専攻科） 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 77,500 77,500    

私 立 
自 宅 84,500 84,500    

自宅外 108,500 108,500    

短   期   大   学 

国公立 
自 宅 67,500 67,500    

自宅外 86,500 86,500    

私 立 
自 宅 86,500 86,500    

自宅外 110,500 110,500    

大        学 

国公立 
自 宅 69,500 69,500 69,500 69,500  

自宅外 92,500 92,500 92,500 92,500  

私 立 
自 宅 95,000 95,000 95,000 95,000  

自宅外 121,000 121,000 121,000 121,000  

大    学    院 
修士課程相当＊2 132,000 132,000    

博士課程相当＊3 183,000 183,000 183,000   

専修学校（一般課程）＊4  55,500 55,500    

修学資金の学校・学年別貸付限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　　    
（月額、単位：円）

※児童扶養手当法施行令第４条に基づく前年所得が６８２万円(年収目安９００万円)を超える場合の限度額

＊1　学校の正規の修学年限が上記の表の期間を超える場合も、各学校種別ごとの貸付限度額を修学年限の全期間に適用します。

＊2　修士課程相当とは、修士課程、博士前期課程、専門職学位課程（専門職大学院）、一貫制博士課程前期相当分をいいます。

＊3　博士課程相当とは、博士課程（博士医・歯・獣医・薬（６年制学部卒）学課程を含む。）、博士後期課程、一貫制博士課程後期

　　 相当分をいいます。

＊4　一般課程とは、修業年限２年未満の専門課程と一般課程をいいます（就学支度資金も同様）。

67,500 67,500 

78,000 78,000 

89,000 89,000 

126,500 126,500 

67,500 67,500 

77,500 77,500 

84,500 84,500 

108,500 108,500 

（令和８年４月１日現在）

資   金   の   種   類 貸   付   け   の   条   件 

主な添付書類 
資金の名称 

貸付利用 

対象者 
貸 付 金 の 内 容 貸 付 限 度 額 (この金額内で必要額を貸し付けます。） 据置期間 

償還期限(最長) 

※据置期間経過後 

事業開始資金 女性                     ３，７２０，０００円 
貸付けの日から 

１年間 
７年以内 

１ 事業計画書  ２  事業資金見積書 

３ 申請者本人名義の官公庁の許認可書の写し（許認可を必要とする事業の場合） 

４ 金融機関の発行する預金の残高証明書 

５ 戸籍の身分証明書 

６ 現事業を明らかにする書類（事業継続資金の場合） 

７ 保証意思宣明公正証書の写し (保証人を立てる場合） 

８ その他必要な書類（詳しくは窓口にご確認ください。） 

事業継続資金 女性                    １，８６０，０００円 
貸付けの日から 

６か月 
７年以内 

＊1 

技能習得資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

知識技能を習得する期間中（５年以内）   月額６８，０００円 

自動車運転免許を習得する場合        ４６０，０００円 

（子が貸付利用対象の場合は、子が高校３年在学時のみ） 

習得期間満了後 

１年間 
２０年以内 

１ 合格通知書等の入学（入所）予定を明らかにする書類（入学（入所）後は知識技能を

習得する施設の長の発行する在籍証明書又は入学（入所）許可書の写し） 

※入学前の申請では、入学後、在学証明書等を提出していただきます。 

２ 授業料等の額を明らかにする書類の写し 

就職支度資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

                      １１０，０００円 

通勤のために自動車を購入する場合      ３４０，０００円 

貸付けの日から 

１年間 
６年以内 

１ 就職決定（見込）書の写し 

２ 自動車の購入費用の見積書（通勤のために自動車を購入する場合） 

医療介護資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

医療                    ３４０，０００円 

特別（所得税非課税世帯の方）        ５１０，０００円 

介護                    ５００，０００円 

医療又は介護を受

ける期間満了後 

６か月 

５年以内 

１ 医療を受ける期間及び概算医療費（自己負担となるもの）を記載した医師又は歯科医

師の診断書 

２ 医療費の請求書及び当該医療が行われた時期を明らかにする医師等の証明書（申請以

前に受けた医療について貸付を受ける場合） 

３ 当該介護に係る費用の総額、利用者負担額及び介護を受ける期間を確認できる書類 

生 活 資 金 女性 
１の技能習得期間中            月額１４１，０００円 

２又は３の期間中          月額１１８，０００円 

習得期間満了後 

６か月 
２０年以内 

１ 合格通知書等の入学（入所）予定を明らかにする書類（入学（入所）後は知識技能を習得

する施設の長の発行する在籍証明書又は入学（入所）許可書の写し）（技能習得期間中に

貸付を受ける場合）※入学前の申請では、入学後、在学証明書等を提出していただきます。 

２ 医師又は歯科医師の発行する医療を受ける期間を証明する書類又は介護を受ける期間

を確認できる書類（医療介護期間中に貸付を受ける場合） 

３ 公共職業安定所長が交付する受給資格者証又は退職辞令等の離職等を証明することが

できる書類（失業期間中に貸付を受ける場合） 

医療又は介護期間

満了後 ６か月 
５年以内 

失業貸付期間 

満了後 ６か月 
５年以内 

住 宅 資 金 女性 

                    １，５００，０００円 
貸付けの日から 

６か月 

６年以内 １ 住宅の建設、購入、増・改築（補修・保全）計画書及び見積書 

２ 当該住宅の所有関係を明らかにする書類（建設、購入以外の場合） 

３ 建築確認済証の写し（増・改築の場合は、十平方メートル以上） 
災害、老朽等による増改築及び住宅建設・購入の場合 

                    ２，０００，０００円 
７年以内 

転 宅 資 金 女性                       ２６０，０００円 
貸付けの日から 

６か月 
３年以内 

１ 転居先を明らかにする書類 

２ 移転費用の見積書 

結 婚 資 金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

                      ３４０，０００円 
貸付けの日から 

６か月 
５年以内 

１ 婚姻の予定を証明する書類 

２ 必要経費を明らかにする書類 

＊1.2.3 

修 学 資 金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

学校・学年別貸付限度額（右ページ）をご覧ください。 
貸付けによる修学 

終了後 ６か月 

２０年以内 １ 入学通知書又は合格通知書の写し（在学中の場合は在学証明書） 

 ※入学前の申請では、入学後、在学証明書等を提出していただきます。 

２ 授業料等の額を明らかにする書類の写し 

＊3 

就学支度資金 

女性又は女

性が扶養し

ている子等 

小学校入学者                 ９１，６００円 中学卒業後 

６か月 

（専修学校（一般）

２０年以内 

は５年以内）

（専修学校（一般）

は５年以内）

中学校入学者                 １０１，０００円 

専修学校（一般課程）又は公立の高等学校若しくは専修学校（高

等課程）に入学する場合           １６０，０００円 

貸付けによる修学 

終了後 ６か月 

私立の高等学校又は専修学校（高等課程）に入学する場合 

                      ４２０，０００円 

国公立の大学、短期大学、高等専門学校又は専修学校（専門課程又

は専攻科）に入学する場合               ４３０，０００円 

私立の大学、短期大学、高等専門学校又は専修学校（専門課程又

は専攻科）に入学する場合               ５９０，０００円 

国公立の大学院に入学する場合    ４３０，０００円 

私立の大学院に入学する場合

各種学校（学校教育法以外の法律の規定に基づき特別の教育を行

う施設を含む。）に入学する場合  ２８２，０００円 

＊１  高等学校、高等専門学校及び専修学校に修学中又は修業施設で知識技能習得中の児童が１８歳に達する日以降の最初の３月３１日に達したことにより、児童扶養手当等の給付を受けることができなくなった場合、金額に児童扶養手当額を加算した額が貸付限度額になります。 

＊２  修学資金の貸付対象は、学校教育法に規定する高等学校及び大学等に限ります。 

＊３  修学資金及び就学支度資金の項中、小学校には義務教育学校前期課程を、中学校には義務教育学校後期課程及び中等教育学校の前期課程を、高等学校には中等教育学校の後期課程を含みます。 

＊４  就学支度資金の貸付限度額は、自宅から通学する場合に、上記の額からそれぞれ１０，０００円を差し引いた額が限度額となります。 

０００円    ５９０，

 事業を開始するのに必要な設備費・什器・機械等の購入資金 

 現在営んでいる事業を継続するために必要な商品、材料等を

購入する資金 

 事業を開始又は就職するために必要な知識技能を習得する

ために必要な資金（授業料、入学金など） 

 就職するために直接必要な被服、履物等を購入する資金 

 医療又は介護保険によるサービス（介護）を受けるために必

要な資金（ただし、医療又は介護を受ける期間が 1年以内と見

込まれる場合） 

※介護分は女性のみが対象です。 

１ 技能習得期間中（貸付期間５年以内）の生活を維持するた

めに必要な資金 

２ 医療又は介護を受けている期間中（ただし、医療又は介護

を受ける期間が１年以内と見込まれる場合）の生活を維持す

るために必要な資金 

３ 失業している期間中の生活を維持するために必要な資金

（ただし、離職した日の翌日から１年以内） 

 自己所有の住宅の建設、購入及び現に居住する住宅の増改

築・補修(構造部分の修繕)又は保全に必要な資金 

 転宅に必要な敷金・前家賃・運送代にあてるための資金 

（貸付けの対象となるのは新居住地が都内の場合です。契約前

に、新居住地の窓口にご相談ください。） 

 婚姻に際し必要な資金 

教科書代など） 

※学校や既取得の学歴により、貸付けの対象外となる場合があ

ります。 

 小学校、中学校に入学するために必要な資金（所得税非課税

世帯の方） 

１ 入学通知書又は合格通知書の写し 

 ※入学後、在学証明書等も提出していただきます。 

２ 所得税が非課税又はこれと同等程度であることを明らかにする書類（小・中学校入学

の場合） 

３ 入学金等の額を明らかにする書類の写し 

 高校、短大、大学、大学院、高等専門学校又は専修学校に入

学するために必要な資金（受験料、入学金、制服代など） 

※学校や既取得の学歴により、貸付けの対象外となる場合があ 

 ります。 

 高校、短大、大学、大学院、高等専門学校又は専修学校にお

いて修学するのに必要な資金（授業料、施設費、通学費、食費、

　　　４  資金一覧



右記は音声コード（＊）です。
＊音声コードとは、視覚に障害がある方が

　専用の文書読上げ装置によりパンフレッ

　トの内容を読み取るためのコードです。

※本パンフレットは制度の概要を掲載しています。例外規定等もありますので、まずは各窓口にご相談ください。このパンフレットの発行は東京都福祉局子供・子育て支援部育成支援課（福祉資金担当）です。 TEL:03-5320-4126

東京都女性福祉資金
貸付けのごあんない

　　　１  この資金は…
　　都内に６か月以上（※）お住まいの配偶者がいない女性
　で次のいずれかに該当する方への貸付金です。
 （１） 親、子、兄弟姉妹などを扶養している方（所得制限なし）
（２）年間所得が２，０３６，０００円以下で、かつて母子
　　　家庭の母として２０歳未満の子を扶養したことのあ
　　　る方又は婚姻歴のある４０歳以上の方
　　貸付けが自立につながると判断され、 償還（返済）の計
　画を立てることができる方が対象となります。
　　修学・就職・転宅等、目的により１１種類の資金に分かれており、必要な額を各資金の
　限度額内でお貸ししています。
　女性本人が就学するための資金をお貸しすることができます。
　（詳細は中面「４　資金一覧」をご覧ください。）
（※１）修学・就学支度資金は、申請時点で都内にお住まいの方も対象になります（女性が扶養している子等が貸付利

　　　用対象者の場合）。また、転宅資金のご相談・ご申請は、新居住地の各窓口です。

（※２）「母子及び父子福祉資金」の貸付けを受けている方及び受けることができると認められる方は、対象外です。

　　　２  償還（返済）について
　この資金は、借り受けた皆様からの償還金が、他の女性の皆様に貸し付ける財源となり
ます。無理のない償還計画を立て、必ず償還してください。

　　　３  償還（返済）方法
　各資金ごとに設定されている償還期限内に元利均等払い（年賦・半年賦・月賦のいずれ
か）となります。償還期限は不測の事態の場合も含め、この期間まで延長できる最長の期
間であり、当初の償還計画はこれより短い設定をお願いします。

（各資金の償還期限は中面「４　資金一覧」をご覧ください。）

※就学支度資金や修学資金を借り受けた後、令和２年４月１日から実施されている高等教育の修
学支援新制度による支援が決定し、授業料等減免に伴う還付金や給付型奨学金の過月分の給付
が行われた場合には、貸付額のうち、新制度による給付に相当する額について、それぞれの給
付を受けた日から６か月以内に償還していただく必要があります。

東京都福祉局

　　　市名等 　　　　　　担当部署 電話番号

八王子市 子ども家庭部子育て支援課 042-620-7362

立川市 子ども家庭部子ども政策課 042-523-2111

武蔵野市 子ども家庭部子ども子育て支援課 0422-51-5131

三鷹市 子ども政策部子育て支援課 0422-45-1151

青梅市 こども家庭部子育て応援課 0428-22-1111

府中市 子ども家庭部子育て応援課 042-335-4240

昭島市 子ども家庭部子ども未来課 042-544-5111

調布市 子ども生活部子ども育成課 042-481-7095

町田市 子ども生活部子ども家庭支援課 042-724-4419

小金井市 子ども家庭部子育て支援課 042-387-9836

小平市 こども家庭部こども若者みらい課 042-341-1211

日野市 健康福祉部セーフティネットコールセンター 042-514-8546

東村山市 健康福祉部自立相談課 042-393-5111

国分寺市 福祉部生活福祉課 042-312-8636

国立市 子ども家庭部子育て支援課 042-576-2105

福生市 子ども家庭部こども家庭センター課 042-539-2555

狛江市 子ども家庭部子ども若者政策課 03-3430-1111

東大和市 子ども未来部子ども家庭センター 042-563-2111

清瀬市 福祉子ども部生活福祉課 042-492-5111

東久留米市 子ども家庭部児童青少年課 042-470-7736

武蔵村山市 子ども家庭部子ども子育て支援課 042-590-1152

多摩市 子ども青少年部子ども・若者政策課 042-338-6833

稲城市 子ども福祉部子育て支援課 042-378-2111

羽村市 子ども家庭部子ども政策課 042-555-1111

あきる野市 健康福祉部生活福祉課 　042-558-1111　

西東京市 子ども若者部子ども若者応援課 042-460-9840

西多摩福祉事務所 保護担当 0428-22-1168

（支庁以外の町村部）    

大島支庁 総務課福祉担当 04992-2-4421

三宅支庁 総務課福祉担当 04994-8-5011

八丈支庁 総務課福祉担当 04996-2-1112

小笠原支庁 総務課行政担当 04998-2-3230

　　　６  貸付け・相談の窓口

この貸付金はお住まいの市が窓口です。
（町村部にお住まいの方は、西多摩福祉事務所
及び支庁が窓口です。）　　　　　　　　　

古紙パルプ配合率60％再生紙を使用しています

令和

年度版

令和

8
年度版

東京都・市は、女性の
方々が経済的に自立して、
安定した生活を送るために
必要とする資金をお貸し

しています。

申込みに必要な書類
１　貸付申請書

２　戸籍謄本（申請者及び扶養している子等の戸籍が分かるもの）

３　世帯の全員に係る住民票記載事項証明書又は住民票の写し

４　借受者・連帯借主・保証人の印鑑登録証明書

５　申請者及び保証人の収入を明らかにする書類

６　生活費収支内訳

７　資金の種類に応じ必要な書類（「４　資金一覧」をご覧ください。）

８　その他借受者等の状況や申込みの内容により必要な書類（相談時に各窓口でご確認ください。）

利子・保証人等 （資金により取扱いが異なります。）

【女性が扶養する子等のための技能習得・就職支度・修学・就学支度資金の場合】

　　　無利子

　　　女性が借受者となる場合は子等が連帯借主となります。

　　　女性の収入状況等により保証人が必要な場合があります。

【女性のための資金又は女性が扶養する子等のための医療介護・結婚資金】

　　　　原則、保証人を立てていただき無利子での貸付けとなります。ただし、収入を明らかにする書類及

　　　び生活費収支内訳により償還可能であると判断でき、かつ、保証人を探す努力をしてもなお、困難で

　　　あると認められる場合は、保証人を立てずに有利子での貸付けもできます（利子は年１％）。
※保証人の要件・運用は市により異なる場合があります。
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資金交付

貸付決定

償還（返済）

償還完了

必ず支払・契約前に、事前にご相談ください。
　必要な資金の内容、生活収支状況等について確認をさせていただきます。
※相談窓口はお住まいの市等です。（「６ 貸付け・相談の窓口」参照）
※窓口で予約が必要な場合もありますので、まずはお電話ください。

相談により資金の申請が適切と判断された場合は、

申請書と添付書類をご提出ください。
貸付けについて、各相談窓口等で審査を行います。
　女性の収入を明らかにする書類及び生活費収支内訳等により償還可能かどう
か、保証人が必要かどうか、面談等により貸付けが自立につながるかどうか等
を審査します。審査の結果、貸付けの目的を達成することが困難と認められる
とき、計画的な償還が難しいとき、事業計画が適切でないとき等は、お貸しで
きない場合があります。

貸付けの可否について、ご本人様宛てに通知いたします。
　貸付決定された場合は、借用書をご提出いただき、償還の方法を決定いたし
ます（修学資金ほか、卒業時等に償還の方法を決定する資金もありますので、
詳しくは窓口にお問い合わせください。）。

交付請求書をご提出いただき、資金を交付いたします。

継続資金について
　修学資金ほか、貸付限度額が月額となっている資金については、分割し
て交付します。

　貸付中に、配偶者のない女子等でなくなった、退学したなど貸付対象
でなくなった場合は、その後の貸付けはできません。
　また、貸付決定後に必要額が変更になった場合、減額申請や増額申請の
手続が必要なことがあります。これらの場合は、速やかに申出てください。

　貸付決定時又は卒業時等に決定した償還方法どおりに償還していただきます。
償還金の納付方法等は窓口にお問い合わせください。

滞納した場合
　償還金を滞納した場合、督促や催告があるほか、連帯借主、保証人への
請求を行います。延滞利子の徴収（納付期限の翌日から収められた当日ま
での日数を計算し、元利金につき年３％）や一時償還請求、財産差押えの
処分を受けることもあります。
　必ず、納付期限内に償還してください。

修学中など、支払猶予できる場合があります。
詳しくは窓口にご相談ください。

償還完了後、借用書を返却いたします。

　　　５  相談・貸付けから償還（返済）までの流れ

相談窓口



右記は音声コード（＊）です。
＊音声コードとは、視覚に障害がある方が

　専用の文書読上げ装置によりパンフレッ

　トの内容を読み取るためのコードです。

※本パンフレットは制度の概要を掲載しています。例外規定等もありますので、まずは各窓口にご相談ください。このパンフレットの発行は東京都福祉局子供・子育て支援部育成支援課（福祉資金担当）です。 TEL:03-5320-4126

東京都女性福祉資金
貸付けのごあんない

　　　１  この資金は…
　　都内に６か月以上（※）お住まいの配偶者がいない女性
　で次のいずれかに該当する方への貸付金です。
 （１） 親、子、兄弟姉妹などを扶養している方（所得制限なし）
（２）年間所得が２，０３６，０００円以下で、かつて母子
　　　家庭の母として２０歳未満の子を扶養したことのあ
　　　る方又は婚姻歴のある４０歳以上の方
　　貸付けが自立につながると判断され、 償還（返済）の計
　画を立てることができる方が対象となります。
　　修学・就職・転宅等、目的により１１種類の資金に分かれており、必要な額を各資金の
　限度額内でお貸ししています。
　女性本人が就学するための資金をお貸しすることができます。
　（詳細は中面「４　資金一覧」をご覧ください。）
（※１）修学・就学支度資金は、申請時点で都内にお住まいの方も対象になります（女性が扶養している子等が貸付利

　　　用対象者の場合）。また、転宅資金のご相談・ご申請は、新居住地の各窓口です。

（※２）「母子及び父子福祉資金」の貸付けを受けている方及び受けることができると認められる方は、対象外です。

　　　２  償還（返済）について
　この資金は、借り受けた皆様からの償還金が、他の女性の皆様に貸し付ける財源となり
ます。無理のない償還計画を立て、必ず償還してください。

　　　３  償還（返済）方法
　各資金ごとに設定されている償還期限内に元利均等払い（年賦・半年賦・月賦のいずれ
か）となります。償還期限は不測の事態の場合も含め、この期間まで延長できる最長の期
間であり、当初の償還計画はこれより短い設定をお願いします。

（各資金の償還期限は中面「４　資金一覧」をご覧ください。）

※就学支度資金や修学資金を借り受けた後、令和２年４月１日から実施されている高等教育の修
学支援新制度による支援が決定し、授業料等減免に伴う還付金や給付型奨学金の過月分の給付
が行われた場合には、貸付額のうち、新制度による給付に相当する額について、それぞれの給
付を受けた日から６か月以内に償還していただく必要があります。

東京都福祉局

　　　市名等 　　　　　　担当部署 電話番号

八王子市 子ども家庭部子育て支援課 042-620-7362

立川市 子ども家庭部子ども政策課 042-523-2111

武蔵野市 子ども家庭部子ども子育て支援課 0422-51-5131

三鷹市 子ども政策部子育て支援課 0422-45-1151

青梅市 こども家庭部子育て応援課 0428-22-1111

府中市 子ども家庭部子育て応援課 042-335-4240

昭島市 子ども家庭部子ども未来課 042-544-5111

調布市 子ども生活部子ども育成課 042-481-7095

町田市 子ども生活部子ども家庭支援課 042-724-4419

小金井市 子ども家庭部子育て支援課 042-387-9836

小平市 こども家庭部こども若者みらい課 042-341-1211

日野市 健康福祉部セーフティネットコールセンター 042-514-8546

東村山市 健康福祉部自立相談課 042-393-5111

国分寺市 福祉部生活福祉課 042-312-8636

国立市 子ども家庭部子育て支援課 042-576-2105

福生市 子ども家庭部こども家庭センター課 042-539-2555

狛江市 子ども家庭部子ども若者政策課 03-3430-1111

東大和市 子ども未来部子ども家庭センター 042-563-2111

清瀬市 福祉子ども部生活福祉課 042-492-5111

東久留米市 子ども家庭部児童青少年課 042-470-7736

武蔵村山市 子ども家庭部子ども子育て支援課 042-590-1152

多摩市 子ども青少年部子ども・若者政策課 042-338-6833

稲城市 子ども福祉部子育て支援課 042-378-2111

羽村市 子ども家庭部子ども政策課 042-555-1111

あきる野市 健康福祉部生活福祉課 　042-558-1111　

西東京市 子ども若者部子ども若者応援課 042-460-9840

西多摩福祉事務所 保護担当 0428-22-1168

（支庁以外の町村部）    

大島支庁 総務課福祉担当 04992-2-4421

三宅支庁 総務課福祉担当 04994-8-5011

八丈支庁 総務課福祉担当 04996-2-1112

小笠原支庁 総務課行政担当 04998-2-3230

　　　６  貸付け・相談の窓口

この貸付金はお住まいの市が窓口です。
（町村部にお住まいの方は、西多摩福祉事務所
及び支庁が窓口です。）　　　　　　　　　

古紙パルプ配合率60％再生紙を使用しています
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8
年度版

東京都・市は、女性の
方々が経済的に自立して、
安定した生活を送るために
必要とする資金をお貸し

しています。

申込みに必要な書類
１　貸付申請書

２　戸籍謄本（申請者及び扶養している子等の戸籍が分かるもの）

３　世帯の全員に係る住民票記載事項証明書又は住民票の写し

４　借受者・連帯借主・保証人の印鑑登録証明書

５　申請者及び保証人の収入を明らかにする書類

６　生活費収支内訳

７　資金の種類に応じ必要な書類（「４　資金一覧」をご覧ください。）

８　その他借受者等の状況や申込みの内容により必要な書類（相談時に各窓口でご確認ください。）

利子・保証人等 （資金により取扱いが異なります。）

【女性が扶養する子等のための技能習得・就職支度・修学・就学支度資金の場合】

　　　無利子

　　　女性が借受者となる場合は子等が連帯借主となります。

　　　女性の収入状況等により保証人が必要な場合があります。

【女性のための資金又は女性が扶養する子等のための医療介護・結婚資金】

　　　　原則、保証人を立てていただき無利子での貸付けとなります。ただし、収入を明らかにする書類及

　　　び生活費収支内訳により償還可能であると判断でき、かつ、保証人を探す努力をしてもなお、困難で

　　　あると認められる場合は、保証人を立てずに有利子での貸付けもできます（利子は年１％）。
※保証人の要件・運用は市により異なる場合があります。
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資金交付

貸付決定

償還（返済）

償還完了

必ず支払・契約前に、事前にご相談ください。
　必要な資金の内容、生活収支状況等について確認をさせていただきます。
※相談窓口はお住まいの市等です。（「６ 貸付け・相談の窓口」参照）
※窓口で予約が必要な場合もありますので、まずはお電話ください。

相談により資金の申請が適切と判断された場合は、

申請書と添付書類をご提出ください。
貸付けについて、各相談窓口等で審査を行います。
　女性の収入を明らかにする書類及び生活費収支内訳等により償還可能かどう
か、保証人が必要かどうか、面談等により貸付けが自立につながるかどうか等
を審査します。審査の結果、貸付けの目的を達成することが困難と認められる
とき、計画的な償還が難しいとき、事業計画が適切でないとき等は、お貸しで
きない場合があります。

貸付けの可否について、ご本人様宛てに通知いたします。
　貸付決定された場合は、借用書をご提出いただき、償還の方法を決定いたし
ます（修学資金ほか、卒業時等に償還の方法を決定する資金もありますので、
詳しくは窓口にお問い合わせください。）。

交付請求書をご提出いただき、資金を交付いたします。

継続資金について
　修学資金ほか、貸付限度額が月額となっている資金については、分割し
て交付します。

　貸付中に、配偶者のない女子等でなくなった、退学したなど貸付対象
でなくなった場合は、その後の貸付けはできません。
　また、貸付決定後に必要額が変更になった場合、減額申請や増額申請の
手続が必要なことがあります。これらの場合は、速やかに申出てください。

　貸付決定時又は卒業時等に決定した償還方法どおりに償還していただきます。
償還金の納付方法等は窓口にお問い合わせください。

滞納した場合
　償還金を滞納した場合、督促や催告があるほか、連帯借主、保証人への
請求を行います。延滞利子の徴収（納付期限の翌日から収められた当日ま
での日数を計算し、元利金につき年３％）や一時償還請求、財産差押えの
処分を受けることもあります。
　必ず、納付期限内に償還してください。

修学中など、支払猶予できる場合があります。
詳しくは窓口にご相談ください。

償還完了後、借用書を返却いたします。

　　　５  相談・貸付けから償還（返済）までの流れ

相談窓口


